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【自然環境部の主な取組】

　○自然の保護と回復に関する施策の推進（鳥獣保護、外来種防除、生態系に配慮した緑化など）

　○水環境対策の推進（水質監視など）

　○緑地保全策の推進（保全地域の管理、多摩の森林再生、芝生化の推進）

　○自然公園の管理・整備・適正利用

　○世界自然遺産保全（小笠原諸島の取組）

　○都民の森の運営

　○森林づくりの推進（病害虫対策など）
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自然環境部予算額推移（平成24年度から30年度）
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公立小中学校等

に対する芝生化

事業の他局移管
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生物多様性地域戦略の改定について

生物多様性に関する３つの課題 長期的に目指す姿

・宅地化等による農地などの緑の減少
・生きものの生息・生育環境の悪化 など

⇒自然環境の保全を進め、水と緑のネットワー
クを強化することで、生物多様性の保全・回復
や自然が持つ減災機能の活用も図っていくこと
が必要

・保全の担い手減少や知識・技術の消失
・若者の自然との触れ合いや関心の低下 など

⇒自然の持続的な利用を促進することで、自然
に触れ合う機会を拡大し、自然環境の保全・回
復の担い手育成や知識・技術の継承につなげ
ていくことが必要

・自然とその恩恵に対する認識が不足
・自然への関心が低く、自然に配慮した行動が
不十分 など

⇒自然が持つ価値や魅力を整理・発信すること
で、社会経済活動を支える自然の役割・重要性
の理解を促し、自然環境の保全や持続的な利
用の行動につなげていくことが必要

【次期地域戦略における改定ポイント】

〇 緑の保全・創出の取組に加え、生きものの生息・生育環境の維持回復の取組を強化
〇 東京の自然資源の持続的な利用や自然への理解と配慮行動を促すことで、自然の保全・回復につなげる視点を追加
〇 東京の生物多様性に関わる各局横断的かつ中長期的な総合計画として地域戦略を改定

主な施策の方向性

Ⅰ 自然環境の劣化

Ⅱ 人と自然の関係の希薄化

Ⅲ 自然の価値・魅力の認識不足

【保全・回復】
生物多様性にも配慮した緑の創出、自然環境の保全・回復
が進み、健全な水環境が維持され、生きものと共生する都
市づくりが進んでいる。

【持続的な利用】
様々な自然体験活動等により、生物多様性保全や持続可
能な利用の気運が醸成され、多様な主体が連携した自然
環境保全・回復活動が進んでいる。

【理解と配慮行動】
都民、企業、NPOなど、あらゆる主体が生物多様性の重要
性を理解し、自然環境に配慮した行動をとっている。

東京に残る貴重な緑の保全と生態系に
配慮した緑化の推進、適切な維持管理

自然環境の科学的な情報に基づく、計
画的な希少種保全、外来種防除、生き
もの生息環境の維持回復

エコツーリズムや多摩産材の活用など、
東京の自然の魅力向上や持続的な利
用の促進

自然環境が持つ防災・減災機能（グリー
ンインフラ機能）の再認識・積極的活用

東京の自然への理解促進や日常生活・
経済活動における自然に配慮した行動
変容の普及促進

環境教育等を通じた自然環境への関心
の向上と将来世代の担い手拡大

①緑の量と質の取組強化

②生きものの生息・生育環境の維持回復

③自然の持続的な利用の促進

④将来世代の育成

⑥気候変動への対応

⑤自然への理解と配慮行動の促進

【目指す好循環】

自然への親近感

自然の魅力

の向上 楽しみながら

保全

東京の自然の

保全・回復

自然の

持続的な利用
の促進

自然に対する

理解と配慮行動
の促進

保全活動への

利益の還元

自然に触れる

ニーズの拡大

自然の恵み

の向上
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２７             第４章 

「緑確保の総合的な方針」 

 

緑の系統図 

 

 

 

 

 

 

区分 中分類

1 山地

2 丘陵地

3 河川・用水・水路等

4 上水・用水・水路等 湧水

5 崖線

6 平地林（二次林・自然林）

社寺・境内地

屋敷林

農業振興地域の農用地区域

生産緑地地区
一団のまとまり

3 その他の緑

大分類

農地

歴史・文化1

2

A　自然系

B　人文系

関東山地 

加治丘陵 

狭山丘陵 
長渕丘陵 

五日市丘陵 

加住丘陵 

第一八王子丘陵 

第二八王子丘陵 

多摩丘陵 

多摩川 

国分寺崖線 

南

北

崖

線 

出典：「緑確保の総合的な方針(平成 28年 3月改定)」（東京都）をもとに作図 
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 都は、東京のみどりの現状及び推移を把握し、今後の施策の参考とするため、５年

ごとに東京都本土部を対象に「みどり率」※1の調査を実施しています。このたび、平

成 30年の調査結果がまとまりましたので、お知らせします。 

 平成 30 年のみどり率調査では、より精度の高い手法を採用※2しました。また、み

どり率の推移を把握するため、同じ手法を用いた場合の平成 25 年のみどり率（以下

「H25参考値」という。）を参考値として算出しましたので、あわせてお知らせします。 

※1 みどり率：緑が地表を覆う部分に公園区域・水面を加えた面積が、地域全体に占める割合 

※2 詳細は、下記「精度の高い緑の抽出手法の採用について」を参照 

 

１ 平成３０年「みどり率」の測定結果（括弧内は H25参考値と増減） 

 都全域：５２．５％（５３．０％、０．５ポイント減） 

 区 部：２４．２％（２４．５％、０．３ポイント減） 

 多摩部：６７．８％（６８．４％、０．６ポイント減） 
 

２ 平成３０年「みどり率」の増減要因 

 「公園・緑地」は全体で０．１ポイントの増加。  

 「農用地」は全体で０．３ポイントの減少。特に多摩部では０．４ポイントの

減少。 

 「水面・河川・水路」は変化なし。 

 「樹林・原野・草地」は全体で０．３ポイントの減少。 

 

【参考】「みどり率」の調査結果 

エリア みどり率（用途別） みどり率 

合計 区分 調査年 公園・緑地 農用地 水面・河川・水路 樹林・原野・草地 

都全域 

H25参考値 3.8% 3.7% 2.6% 42.9% 53.0% 

H30 3.9% 3.4% 2.6% 42.6% 52.5% 

H25-30変化 0.1  ▲0.3 0 ▲0.3 ▲0.5 

区部 

H25参考値 5.6% 1.0% 4.5% 13.3% 24.5% 

H30 5.7% 0.9% 4.5% 13.0% 24.2% 

H25-30変化 0.1  ▲0.1 0 ▲0.3  ▲0.3  

多摩部 

H25参考値 2.8% 5.1% 1.5% 59.0% 68.4% 

H30 2.9% 4.7% 1.5% 58.7% 67.8% 

H25-30変化 0.1  ▲0.4 0 ▲0.3 ▲0.6 
※四捨五入により合計値が一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

平成３０年「みどり率」の調査結果について 

令和元年９月 24 日 

環 境 局 
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【参考】過去の「みどり率」調査結果 

エリア みどり率（用途別） みどり率 

合計 区分 調査年 公園・緑地 農用地 水面・河川・水路 樹林・原野・草地 

都全域 

H15 3.3% 4.4% 2.6% 42.2% 52.4% 

H20 3.5% 3.9% 2.5% 40.8% 50.7% 

H25 3.7% 3.7% 2.5% 40.6% 50.5% 

区部 

H15 5.2% 1.4% 4.7% 8.7% 20.0% 

H20 5.4% 1.1% 4.6% 8.5% 19.6% 

H25 5.6% 1.0% 4.5% 8.7% 19.8% 

多摩部 

H15 2.3% 6.0% 1.4% 60.0% 69.8% 

H20 2.5% 5.4% 1.4% 58.0% 67.4% 

H25 2.8% 5.1% 1.4% 57.8% 67.1% 
※四捨五入により合計値が一致しない場合がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】みどり率の推移（都全域） 

 

平成 30 年調査では、従来に比べて高い精度で緑を抽出することができる近赤外線画像
※を活用して、みどり率を算出しています。 

また、平成 25 年から平成 30 年のみどり率の推移を把握するため、平成 30 年調査と

同じ手法により、平成 25 年の航空写真及び近赤外線画像を活用した H25 参考値を算出

しています。平成 15 年及び平成 20 年については、近赤外線画像がないため、計算を行

っていません。 

なお、平成 25 年までのみどり率は、みどり率の推移を把握するため、近赤外線画像を

用いない方法により算出し、公表していました。 

 
※近赤外線画像：可視光よりも波長が長い近赤外線により撮影した画像。近赤外線画像を活用すると、
植物による光の反射特性を利用し、緑の抽出が容易となり、日影の緑地なども判読しやすくなります。 

 

【参考】みどり率の推移 
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主な水と緑の骨格

崖線

河川

荒川

南北崖線

神田川

目黒川

多摩川

石神井川

玉川上水

国分寺崖線

多摩川由来の崖線

狭山丘陵

多摩丘陵

調節池と併せた
一体的な公園整備

外濠浄化に向けた取組

壁面緑化・屋上緑化

日本橋周辺の街並み再生

川辺と一体となった
公園や緑地の整備

（画像提供）森ビル株式会社

水辺の賑わい創出

あらゆる方策で水と緑溢れる東京を実現する

戦略13 水と緑溢れる東京戦略

隅田川

民間開発に合わせた
緑空間の創出

生産緑地・農地等の保全

都市計画公園
・緑地の整備

崖線の緑の保全

水の安定供給の源となる
水源対策
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